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アジアの産業、マクロ経済やモノづくり、エネルギー問題などが専門
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国
連
気
候
変
動
枠
組
条
約
第
26
回

締
約
国
会
議
（
Ｃ
Ｏ
Ｐ
26
）
が
閉
幕
し

た
。「
産
業
革
命
以
来
の
気
温
上
昇
を

1
・
5
度
以
内
に
抑
え
る
」
と
い
う
点

で
一
致
し
た
上
で
、温
暖
化
対
策
の
カ
ギ

を
握
る
石
炭
火
力
発
電
に
は
「
段
階
的

削
減
」
と
、「
全
廃
」
よ
り
も
緩
や
か

だ
が
制
限
が
加
わ
っ
た
。
経
済
成
長
が

続
く
ア
ジ
ア
の
多
く
の
国
の
電
力
供
給

に
大
き
な
課
題
が
突
き
付
け
ら
れ
た
。

B
P
統
計
に
よ
る
と
、
2
0
2
0
年

の
二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
世
界
に
占
め

る
比
率
は
中
国
が
最
大
の
30
・
9
%
で
、

イ
ン
ド
が
3
位
の
7
・
2
％
、
日
本
が

5
位
の
3
・
2
％
で
、
ア
ジ
ア
全
体
で

は
51
・
8
％
と
過
半
を
占
め
る
。
し
か

も
中
国
は
10
年
比
で
21
・
5
％
増
、
イ

ン
ド
は
39
・
3
％
増
と
日
米
、
E
U
諸

国
が
減
少
し
て
い
る
中
で
、
二
酸
化
炭

素
排
出
を
伸
ば
し
続
け
て
い
る
。
地
球

温
暖
化
は
実
は
ア
ジ
ア
の
問
題
と
い
っ

て
も
過
言
で
は
な
い
。

今
夏
以
降
、
電
力
不
足
で
経
済
が
混

乱
し
た
中
国
は
過
去
最
大
レ
ベ
ル
ま
で

石
炭
を
増
産
し
、
石
炭
火
力
発
電
依
存

に
逆
戻
り
し
た
。
原
子
力
発
電
、
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
強
化
、
天
然
ガ
ス

利
用
の
拡
大
を
進
め
る
中
国
も
コ
ス
ト

の
安
い
石
炭
依
存
か
ら
抜
け
出
せ
な
い

と
す
れ
ば
、
東
南
ア
ジ
ア
諸
国
に
と
っ

て
石
炭
火
力
抜
き
で
の
成
長
戦
略
は
な

い
だ
ろ
う
。
建
設
や
運
転
の
コ
ス
ト
、

供
給
安
定
性
、
技
術
的
成
熟
度
な
ど
の

面
で
、
石
炭
火
力
に
勝
る
発
電
所
は
見

付
け
に
く
い
。
フ
ィ
リ
ピ
ン
、
イ
ン
ド

ネ
シ
ア
、
ベ
ト
ナ
ム
な
ど
原
子
力
に
関

心
を
高
め
る
国
も
あ
る
が
、
建
設
コ
ス

ト
や
安
全
に
運
転
す
る
能
力
な
ど
疑
問

符
も
付
く
。
石
炭
火
力
は
事
実
上
、
唯

COP26とアジア

一
に
近
い
選
択
肢
な
の
だ
。

中
国
の
電
力
不
足
で
は
工
場
が
停
電

し
、
生
産
計
画
が
狂
っ
た
日
系
企
業
が

多
か
っ
た
。
電
力
不
足
は
ア
ジ
ア
各
国

に
共
通
す
る
課
題
と
な
り
、
地
球
温
暖

化
対
策
も
大
き
な
影
響
を
持
つ
。
工
場

の
立
地
で
は
、
今
後
5
年
、
10
年
の
電

力
供
給
計
画
も
調
べ
た
上
で
、
決
断
を

下
す
べ
き
だ
ろ
う
。
地
球
温
暖
化
対
策

と
整
合
性
の
と
れ
た
石
炭
火
力
発
電
、

す
な
わ
ち
C
C
S
（
二
酸
化
炭
素
の
回

収
、
貯
蔵
）
や
ア
ン
モ
ニ
ア
、
木
質
チ
ッ

プ
の
混
焼
な
ど
を
備
え
た
発
電
所
の
整

備
に
動
い
て
い
る
か
が
注
目
点
だ
。

L
N
G
火
力
へ
の
依
存
が
高
す
ぎ
れ

ば
、
電
力
コ
ス
ト
の
高
騰
や
調
達
難
に

よ
る
停
電
リ
ス
ク
が
あ
る
。
再
生
可
能

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
比
率
が
高
い
こ
と
は
日

常
的
な
電
力
供
給
の
不
安
定
性
に
つ
な

が
り
か
ね
な
い
。
注
目
さ
れ
る
電
源
構

成
を
調
べ
る
こ
と
を
お
勧
め
し
た
い
。

例
え
ば
タ
イ
は
発
電
の
65
％
が
天
然
ガ

ス
火
力
、
ベ
ト
ナ
ム
は
51
％
が
石
炭
火

力
、
イ
ン
ド
は
72
％
が
石
炭
火
力
と
偏

り
が
あ
る
。
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
は

タ
イ
が
12
％
、
イ
ン
ド
が
10
％
と
先
進

国
並
み
に
高
い
が
、
ベ
ト
ナ
ム
は
4
％

に
と
ど
ま
る
。
電
源
構
成
を
新
た
な
進

出
の
検
討
尺
度
に
す
べ
き
な
の
だ
。

アジアの発電事情は国ごとに大きく異なる 出典：BP統計
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